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1. 2025年3月期の連結業績（2024年4月1日～2025年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年3月期 124,323 9.5 6,021 15.1 6,513 16.8 4,691 17.3

2024年3月期 113,503 5.1 5,233 2.6 5,577 2.6 4,000 9.1

（注）包括利益 2025年3月期　　5,641百万円 （△23.5％） 2024年3月期　　7,374百万円 （75.0％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年3月期 252.03 ― 11.2 6.7 4.8

2024年3月期 212.90 ― 10.8 6.2 4.6

（参考） 持分法投資損益 2025年3月期 20百万円 2024年3月期 △7百万円

（注）当社は、2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。このため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと

　　　仮定して、「1株当たり当期純利益」を算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年3月期 100,672 44,017 43.4 2,382.17

2024年3月期 94,756 40,377 42.4 2,135.89

（参考） 自己資本 2025年3月期 43,736百万円 2024年3月期 40,134百万円

（注）当社は、2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。このため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと

　　　仮定して、「1株当たり純資産」を算定しております。

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2025年3月期 3,592 461 △2,051 28,953

2024年3月期 5,015 △69 △1,077 26,855

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年3月期 ― 40.00 ― 140.00 180.00 1,143 28.2 3.0

2025年3月期 ― 15.00 ― 65.00 80.00 1,495 31.7 3.5

2026年3月期(予想) ― 20.00 ― 60.00 80.00 30.7

（注）１　当社は、2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。2024年3月期については、当該株式分割前の実際の配当金の

　　　　　額を記載しております。

　　　２　2024年3月期の期末配当金には、記念配当10円が含まれております。

　　　３　2024年3月期の配当金総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式への配当金16百万円が含まれております。

　　　４　2025年3月期の期末配当金には、特別配当10円が含まれております。

　　　５　2025年3月期の配当金総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式への配当金20百万円が含まれております。



3. 2026年 3月期の連結業績予想（2025年 4月 1日～2026年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 62,500 10.4 3,170 23.5 3,450 23.4 2,420 28.1 130.00

通期 125,000 0.5 6,350 5.5 6,900 5.9 4,850 3.4 260.54

※ 注記事項

(1) 期中における連結範囲の重要な変更　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年3月期 19,493,907 株 2024年3月期 19,493,907 株

② 期末自己株式数 2025年3月期 1,133,768 株 2024年3月期 703,446 株

③ 期中平均株式数 2025年3月期 18,614,956 株 2024年3月期 18,791,512 株

（注）１　当社は、2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。このため、前連結会計年度の期首に当該株式分割が

　　　　　行われたと仮定して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株式数」を算定しております。

　　　２　当社は、役員株式交付信託を導入しており、当該信託が保有する当社株式を期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式

　　　　　に含めております。

（参考）個別業績の概要

1. 2025年3月期の個別業績（2024年4月1日～2025年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年3月期 117,575 12.2 4,081 19.9 5,739 15.8 4,567 15.0

2024年3月期 104,761 3.1 3,404 2.9 4,956 9.4 3,970 17.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2025年3月期 245.36 ―

2024年3月期 211.29 ―

（注）当社は、2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。このため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定

　　　して、「1株当たり当期純利益」を算定しております。

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年3月期 98,006 40,004 40.8 2,178.86

2024年3月期 92,707 36,660 39.5 1,950.99

（参考） 自己資本 2025年3月期 40,004百万円 2024年3月期 36,660百万円

（注）当社は、2024年4月1日付で普通株式1株につき3株の割合で株式分割を行っております。このため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定

　　　して、「1株当たり純資産」を算定しております。



2. 2026年 3月期の個別業績予想（2025年 4月 1日～2026年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 59,500 8.5 2,120 25.6 3,550 17.1 2,900 20.8 155.79

通期 119,000 1.2 4,250 4.1 6,000 4.5 4,700 2.9 252.49

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束するものではありません。また実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想
のご利用に当たっての注記事項等については、添付文書4ページ「1、経営成績等の概況(4)今後の見通し」をご参照下さい。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における世界経済は、世界的なインフレの継続や中国で長引く景気不振などに加え、年度末には

米国のトランプ大統領による新たな輸入関税措置が発表されるなど、混迷の度合いを深めて推移いたしました。

国内においても、食料品を中心とした物価高や円安の継続に加え、人手不足の常態化などにより経済活動は盛り

上がりを欠き、先行き不透明な状況が継続しております。

このような状況下にあって、当企業グループでは、お客様のニーズを的確につかんだ営業を展開し目標に邁進し

てまいりました。

この結果、受注高については、省力化設備等の設備装置関連を中心にお客様のニーズが強く、前年度の大口受注

を含めた金額以上に増加することができ、受注残高も高水準の残高を維持いたしました。これにより受注高も受注

残高も過去最高額となりました。また、売上高につきましても、豊富な受注残高を概ね納期通りに売上計上するこ

とができたことから、前年度を大きく上回りました。以上の結果、売上高についても前年度に続き過去最高額を更

新いたしました。利益面では、増収により売上総利益が増益したため、各段階利益もそれにつれ増益となりまし

た。なお、これらの利益もそれぞれ過去最高となりました。

資本政策につきましては、2024年11月29日に自己株式を450,000株取得したことに加え、政策保有株式の縮減も計

画的に実施いたしました。今後も株主還元及び資本効率の向上に努めてまいります。

以上により、当連結会計年度の業績は、

売上高 １，２４３億２３百万円 (前期比 １０９．５％)

営業利益 ６０億２１百万円 (前期比 １１５．１％)

経常利益 ６５億１３百万円 (前期比 １１６．８％)

親会社株主に帰属する
当期純利益

４６億９１百万円 (前期比 １１７．３％)

となりました。

報告セグメントの経営成績は以下のとおりです。

東日本本部

北海道・東北・甲信越・関東地区が担当エリアであり、全体の売上高の約36％を占めております。

当年度は、前年度の受注残高を順調に売上計上しております。このうち動伝部品の売上高につきましては、半

導体製造装置関連部品が若干弱含みとなったものの、産業全体に供給する部品は好調な業種を中心に合計で前年

同期を上回りました。設備装置関連については、比較的大型の案件を複数件成約し、受注高が大幅に増加し、売

上高についても大幅に増加いたしました。このため、本部全体の売上高は446億27百万円（前年同期比111.9％）

となりました。

西日本本部

北陸・関西・中国・四国・九州地区が担当エリアであり、全体の売上高の約36％を占めております。

当年度は、動伝部品においては、受注高が回復傾向にあるものの、重工業向け等の売上高が前年同期実績に届

かず弱含みとなりました。設備装置関連では、受注高については、比較的規模の大きな案件の新規受注を中心に

前年同期に比べ増加いたしました。売上高については、前年度に受注した大口設備を工事進捗割合に応じて売上

計上していることに加え、その他の受注残高についても順調に売上計上したため、前年同期に比べ大きく増加い

たしました。このため、本部全体の売上高は445億62百万円（前年同期比120.9％）となりました。

中日本本部

東海地区が担当エリアであり、全体の売上高の約14％を占めております。

当年度は、受注高については、動伝部品、設備装置関連ともに急速に回復しております。また、売上高につい

ては、動伝部品は、自動車関連業界を中心として堅調に推移いたしました。設備装置関連については、重工業や

自動車関連、食品業界向け等を中心に前年度の受注残高を順調に売上計上いたしました。このため、本部全体の

売上高は179億０百万円（前年同期比111.2％）となりました。

開発戦略本部

当企業グループ全体の海外ビジネスやマテリアルビジネスを担当し、それらビジネスの拡大や、制御・センシ

ングビジネスに向けた新商品の開発にも取り組んでいる部門で、その売上高は全体の約14％を占めております。

当年度は、海外子会社の受注高及び売上高については、中国の景気減速の影響を受け、中国子会社並びにＡＳ

ＥＡＮ各国の子会社の業績は、総じて低調なものとなりました。マテリアルビジネスにつきましては、介護・衛

生関連商品を中心に需要が弱含みで推移していることにより、売上高は減収となりました。一方、受注高につい

ては需要が下げ止まり、徐々に回復しております。また、新規事業であるセンシング・画像処理ビジネスの売上

高は、国内子会社を通じた販売が堅調に増加しております。このため、本部全体の売上高は172億33百万円（前

年同期比83.3％）となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

（資産）

当連結会計年度末の資産合計は1,006億72百万円であり、前連結会計年度末の947億56百万円に比べ、59億15百

万円増加いたしました。このうち流動資産は、前連結会計年度末に比べ、48億２百万円増加いたしました。主な

要因は、現金及び預金が20億97百万円増加したこと、受取手形、売掛金及び契約資産と電子記録債権が合計で20

億45百万円増加したこと等によるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ、11億13百万円増加い

たしました。主な要因は、投資有価証券の時価が上昇したことにより前連結会計年度末に比べ８億25百万円増加

したこと等によるものであります。

（負債）

当連結会計年度末の負債合計は566億55百万円であり、前連結会計年度末の543億79百万円に比べ、22億76百万

円増加いたしました。このうち流動負債は、前連結会計年度末に比べ、19億36百万円増加いたしました。主な要

因は、前受金が20億67百万円増加したこと等によるものであります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ、３

億40百万円増加いたしました。主な要因は、繰延税金負債が３億37百万円増加したこと等によるものでありま

す。

（純資産）

当連結会計年度末の純資産合計は440億17百万円であり、前連結会計年度末の403億77百万円に比べ、36億39百

万円増加いたしました。主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益を46億91百万円計上したこと、投資有価

証券の時価が前連結会計年度末に比べ上昇したことにより、その他有価証券評価差額金が７億43百万円増加した

一方で、配当金の支払い11億75百万円を実施したこと、自己株式の取得により８億45百万円減少したこと等によ

るものであります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、289億53百万円となり、前連結会計年

度末より20億97百万円増加いたしました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動の結果、得られた資金は35億92百万円となりました。この主な原因は、税金

等調整前当期純利益は68億84百万円、前受金の増加額20億８百万円等による資金の増加があった一方、法人税等

の支払額15億75百万円、売上債権の増加額19億93百万円、仕入債務の減少額９億10百万円等の資金の減少があっ

たことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動の結果、得られた資金は４億61百万円となりました。この主な原因は、投資

有価証券の売却による収入９億57百万円等の資金の増加があった一方、固定資産の取得による支出４億９百万円

等の資金の減少があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動の結果、使用した資金は20億51百万円となりました。この主な原因は、配当

金の支払額11億75百万円、自己株式の取得による支出８億45百万円等の資金の減少によるものであります。

次期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、不良債権の発生を極力抑

制するとともに、債権回収の早期化の促進をはかること及び当企業グループ全体の資金効率向上等により資金充

実を目指してまいります。投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フローは、売上動向の変化に機敏に対応で

きる効率的な資金調達、運用を念頭に活動してまいります。

次期連結会計年度末の資金は、営業運転資金の増加が予想されますので、当連結会計年度末残高から減額する

見込であります。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期

自己資本比率（％） 43.7 39.8 40.0 42.4 43.4

時価ベースの自己資本比率
（％）

38.3 31.0 31.8 47.0 40.1

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

― 0.0 0.0 0.1 0.1

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

― 2,589.2 2,256.3 1,296.8 329.5

※ 自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

1. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

3. 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象と

しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

4. 2021年3月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは営業キャッシ

ュ・フローがマイナスであるため記載しておりません。

（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、海外においては、米国のトランプ大統領による新たな輸入関税措置による不安定

な国際経済情勢に加え、インフレもなお継続していることなどにより、また、国内においては、賃金上昇による消

費マインドの改善や半導体関連投資等の拡大により景気拡大への期待感が高まる一方、人手不足や円安による輸入

コストの高止まりなどの影響も大きいことなどから、総じて経済全体の先行きは不透明です。このため、当企業グ

ループの業績に対しても決して楽観視できない状況が続くことが予想されます。

これに対し、当企業グループでは、次期が中期経営計画の最終年度にあたるため、目標であるＲＯＥ10％の水準

を維持するためにも豊富な受注残高を順調に消化しつつ、年間売上高1,000億円を底固めし、これをベースとしなが

ら産業全般において、自動化・省力化の提案や環境関連機器等の拡販を積極的に行うことにより新たな受注獲得及

びさらなる売上拡大に努める所存です。また、「ＥＳＧ」「ＳＤＧｓ」に向けた取組みを継続し、社会的課題解決

に事業を通じて貢献してまいります。なお、見通しの前提として下記の事項も考慮しております。

① 中国において受注した大口の偏光板生産設備は、原価管理や進捗管理を慎重にし、工事進捗に応じた売上高

を確実に計上してまいります。

② 米国のトランプ大統領による新たな輸入関税措置の世界経済への影響が不透明であるため、今後、当企業グ

ループのお客様の設備投資計画の見直しや中止が発生した場合には、それに応じた業績判断を速やかに行う

こととしております。

③ 株主資本コストを的確に把握した上で、資本政策や利益計画を作成しております。さらには、中期経営計画

にあるＲＯＥ10％を毎期継続して達成することが、持続的な企業価値の向上であることを、グループの役職

員全体で共有しており、営業利益率の維持・向上、資本効率性の向上のための営業債権の早期回収などにつ

き留意しております。また、政策保有株式の計画的な縮減を実施しながら資本効率化を図り、株主還元にも

努めます。

以上を踏まえ、先行きが見通せない不透明な国際経済情勢のため、予想が困難ではありますが、受注残高の納期

予定などを総合的に判断した結果、次期の業績予想は以下の通りとさせていただきます。

なお、今後の状況により修正が必要となった場合には、速やかに修正開示させていただきます。

売上高 １，２５０億円 (前期比 １００．５％)

営業利益 ６３億５０百万円 (前期比 １０５．５％)

経常利益 ６９億円 (前期比 １０５．９％)

親会社株主に帰属する
当期純利益

４８億５０百万円 (前期比 １０３．４％)
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（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当企業グループは、受注高・売上高や営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益の増加額や増加率

に加え、ＲＯＥの水準を経営の主指標としており、配当についても、連結配当性向30％を継続的に維持することを

目標に、期間損益に応じた適正な配当を安定的に実施する事を重視しております。

この方針のもと、当期の期末配当金は、普通配当を直近の配当予想より10円増配し１株当たり55円とさせていた

だき、さらに、期初の予想に比し業績が好調に推移しましたので、特別配当を10円付加させていただく予定です。

この結果、中間配当の15円を合わせ、１株当たりの年間配当金は80円となります。

なお、当社は2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前期の配当金に

ついて当該株式分割後の株式数で換算すると、１株当たりの年間配当金は60円となり、当期は実質的に年間20円の

増配となります。

また、次期の配当金につきましては、先行きが不透明な状況ではありますが、足元の業況が堅調でありますので、

中間配当金については５円増配の20円とし、期末配当金についても、普通配当を５円増配し１株当たり60円とさせ

ていただく予定であります。これにより年間では１株当たり80円となります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当企業グループは、企業間及び経年での比較可能性を確保するため、当面は、日本基準に基づき連結財務諸表を作成

する方針であります。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 26,855 28,953

受取手形、売掛金及び契約資産 ※1,2 30,167 ※1 32,045

電子記録債権 ※2 12,952 13,119

商品及び製品 2,666 2,368

仕掛品 ※3 954 ※3 1,120

その他 2,868 3,658

貸倒引当金 △186 △182

流動資産合計 76,279 81,082

固定資産

有形固定資産

建物 1,322 1,464

減価償却累計額 △451 △488

建物（純額） 871 975

機械装置及び運搬具 575 569

減価償却累計額 △407 △421

機械装置及び運搬具（純額） 168 148

工具、器具及び備品 563 730

減価償却累計額 △385 △408

工具、器具及び備品（純額） 177 322

土地 945 931

リース資産 136 189

減価償却累計額 △82 △112

リース資産（純額） 53 76

建設仮勘定 67 －

有形固定資産合計 2,284 2,454

無形固定資産 421 429

投資その他の資産

投資有価証券 ※4 14,633 ※4 15,459

繰延税金資産 12 28

退職給付に係る資産 16 16

その他 1,310 1,423

貸倒引当金 △202 △221

投資その他の資産合計 15,771 16,706

固定資産合計 18,477 19,590

資産合計 94,756 100,672



椿本興業㈱(8052) 2025年３月期 決算短信

― 7 ―

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2 20,954 22,114

電子記録債務 ※2 21,688 19,693

未払法人税等 749 1,424

前受金 ※5 5,331 ※5 7,399

役員賞与引当金 14 15

工事損失引当金 20 20

その他 1,321 1,349

流動負債合計 50,080 52,016

固定負債

役員株式給付引当金 176 205

退職給付に係る負債 1,860 1,842

長期未払金 211 199

繰延税金負債 1,802 2,139

その他 248 251

固定負債合計 4,298 4,639

負債合計 54,379 56,655

純資産の部

株主資本

資本金 2,945 2,945

資本剰余金 1,944 1,944

利益剰余金 29,172 32,688

自己株式 △622 △1,444

株主資本合計 33,439 36,134

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,580 7,323

繰延ヘッジ損益 △67 1

為替換算調整勘定 197 286

退職給付に係る調整累計額 △15 △8

その他の包括利益累計額合計 6,694 7,602

非支配株主持分 243 280

純資産合計 40,377 44,017

負債純資産合計 94,756 100,672
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

売上高 ※1 113,503 ※1 124,323

売上原価 ※2 96,007 105,216

売上総利益 17,495 19,107

販売費及び一般管理費 ※3 12,262 ※3 13,086

営業利益 5,233 6,021

営業外収益

受取利息 9 20

受取配当金 367 471

持分法による投資利益 － 20

その他 40 43

営業外収益合計 417 556

営業外費用

支払利息 8 15

持分法による投資損失 7 －

為替差損 15 27

支払手数料 25 6

支払保証料 8 12

その他 8 1

営業外費用合計 73 64

経常利益 5,577 6,513

特別利益

固定資産売却益 － ※4 6

投資有価証券売却益 315 622

特別利益合計 315 629

特別損失

固定資産除売却損 ※5 9 ※5 14

会員権等評価損 － 2

事務所改装費用 121 241

特別損失合計 131 258

税金等調整前当期純利益 5,761 6,884

法人税、住民税及び事業税 1,771 2,233

法人税等調整額 △22 △52

法人税等合計 1,749 2,180

当期純利益 4,011 4,703

非支配株主に帰属する当期純利益 11 12

親会社株主に帰属する当期純利益 4,000 4,691
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（連結包括利益計算書）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当期純利益 4,011 4,703

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,348 743

繰延ヘッジ損益 △67 68

為替換算調整勘定 55 99

退職給付に係る調整額 7 7

持分法適用会社に対する持分相当額 18 19

その他の包括利益合計 ※1 3,363 ※1 937

包括利益 7,374 5,641

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 7,344 5,599

非支配株主に係る包括利益 29 41
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,945 1,867 26,184 △542 30,455

当期変動額

剰余金の配当 △1,013 △1,013

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,000 4,000

自己株式の取得 △145 △145

自己株式の処分 76 64 141

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － 76 2,987 △80 2,983

当期末残高 2,945 1,944 29,172 △622 33,439

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘

定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 3,231 △0 142 △22 3,350 233 34,039

当期変動額

剰余金の配当 △1,013

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,000

自己株式の取得 △145

自己株式の処分 141

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

3,348 △67 55 7 3,344 9 3,353

当期変動額合計 3,348 △67 55 7 3,344 9 6,337

当期末残高 6,580 △67 197 △15 6,694 243 40,377
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,945 1,944 29,172 △622 33,439

当期変動額

剰余金の配当 △1,175 △1,175

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,691 4,691

自己株式の取得 △845 △845

自己株式の処分 24 24

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － 3,515 △821 2,694

当期末残高 2,945 1,944 32,688 △1,444 36,134

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘

定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 6,580 △67 197 △15 6,694 243 40,377

当期変動額

剰余金の配当 △1,175

親会社株主に帰属す

る当期純利益
4,691

自己株式の取得 △845

自己株式の処分 24

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

743 68 88 7 907 37 944

当期変動額合計 743 68 88 7 907 37 3,639

当期末残高 7,323 1 286 △8 7,602 280 44,017
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 5,761 6,884

減価償却費 242 310

引当金の増減額（△は減少） 84 60

受取利息及び受取配当金 △376 △492

支払利息 8 15

持分法による投資損益（△は益） 7 △20

有価証券売却損益（△は益） △315 △622

固定資産除売却損益（△は益） 9 7

会員権等評価損 － 2

売上債権の増減額（△は増加） △2,138 △1,993

棚卸資産の増減額（△は増加） 539 134

仕入債務の増減額（△は減少） 1,028 △910

前渡金の増減額（△は増加） △500 △212

前受金の増減額（△は減少） 1,064 2,008

未払消費税等の増減額（△は減少） 870 △417

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 55 △17

その他の資産の増減額（△は増加） 8 △41

その他の負債の増減額（△は減少） 255 △36

その他 1 29

小計 6,605 4,686

利息及び配当金の受取額 376 492

利息の支払額 △3 △10

法人税等の支払額 △1,976 △1,575

持分法適用会社からの配当金の受取額 13 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,015 3,592

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △500 △409

固定資産の売却による収入 － 26

投資有価証券の売却による収入 461 957

短期貸付金の純増減額（△は増加） △9 53

長期貸付けによる支出 △4 △113

長期貸付金の回収による収入 2 2

その他 △20 △56

投資活動によるキャッシュ・フロー △69 461
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △145 △845

自己株式の処分による収入 141 11

リース債務の返済による支出 △40 △36

配当金の支払額 △1,013 △1,175

非支配株主への配当金の支払額 △20 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,077 △2,051

現金及び現金同等物に係る換算差額 59 94

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,927 2,097

現金及び現金同等物の期首残高 22,927 26,855

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 26,855 ※1 28,953
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 15社

(2) 非連結子会社の数 4社

TSUBACO(HONG KONG)CO.,LTD.

TSUBACO KOREA CO.,LTD.

PT. TSUBACO INDONESIA

TSUBACO VIETNAM CO.,LTD.

(連結の範囲から除いた理由)

当該４社の合計の総資産額、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の数 4社

会社等の名称

TSUBACO(HONG KONG)CO.,LTD.

TSUBACO KOREA CO.,LTD.

PT. TSUBACO INDONESIA

TSUBACO VIETNAM CO.,LTD.

(2) 持分法を適用した関連会社の数

該当事項はありません。

(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用しておりま

す。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちTSUBACO SINGAPORE PTE．LTD.、TSUBACO KTE CO.,LTD.、上海椿本商貿有限公司の決算日は2024年

12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、

連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

その他の連結子会社の決算日はすべて３月31日であり、連結財務諸表提出会社の決算日と一致しております。

４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法



椿本興業㈱(8052) 2025年３月期 決算短信

― 15 ―

② 棚卸資産

ａ 商品及び製品……総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

ｂ 仕掛品……………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年～47年

機械装置及び運搬具 ５年～12年

工具、器具及び備品 ２年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、また、長期未収入金を含む貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金

子会社の役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

③ 工事損失引当金

受注工事にかかる将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において、損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることができる工事契約について、その損失見込額を計上しております。

④ 役員株式給付引当金

当社の取締役（社外取締役は除く）及び取締役を兼務しない執行役員への当社株式の交付又は金銭の給付に備

えるため、役員株式交付信託に関する株式交付規定に基づき当連結会計年度における交付見込額を計上してお

ります。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

当企業グループは、主に機械部品の販売を行う動伝事業、搬送設備等の自動化・省力化・環境対応化商品やその

付帯サービスの販売を行う設備装置事業、各種不織布及びその加工品や製造機械の販売を行う産業資材事業を行

っております。

① 商品及び製品の販売にかかる収益は、顧客との契約における履行義務を充足した時点で認識しております。

ただし、国内の販売について出荷時から顧客による検収までの期間が通常の期間である場合においては、出

荷時に収益を認識しております。なお、当企業グループが製品及び商品の販売について代理人として関与し

ている場合には、純額で収益を認識しております。

② 長期の工事契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進

捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、発生した原価の累計額が工事原価総額に占める割

合に基づいて行っております。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて

おります。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替予約取引のうち振当処理の要件を満たしている場合は、振当

処理を採用しております。

② ヘッジ手段及びヘッジ対象

為替予約取引（外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引）

③ ヘッジ方針

外貨建取引については為替リスクをヘッジする方針であり、投機的な取引は行わない方針であります。

④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動を直接結び付けて判定しております。

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

リスク管理は取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財経部にて行っております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、要求払預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資であります。
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(追加情報)

（株式報酬制度「役員株式交付信託」）

当社は、当社の取締役（社外取締役は除く）及び取締役を兼務しない執行役員（以下「取締役等」という）を

対象とした株式報酬制度「役員株式交付信託」（以下「本制度」という）を導入しております。

本制度に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じております。

(1) 取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」という）が当社株式を取得し、当

社が各取締役等に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役等に対して交付され

る、という株式報酬制度であります。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、取締役等の退任時で

あります。

(2) 信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己株

式として計上しております。

当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末322百万円、273,300株、当連結会計年度末298百万

円、252,900株であります。

当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。上記の株式数につ

いては、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

(連結貸借対照表関係)

※１ 受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以下のと

おりであります。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

受取手形 1,863百万円 1,128百万円

売掛金 22,885百万円 25,856百万円

契約資産 5,418百万円 5,059百万円

※２ 連結会計年度末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日及び決済日をも

って決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形、電子記録債権及び

電子記録債務が、連結会計年度末残高に含まれております。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

受取手形 198百万円 ―百万円

電子記録債権 580百万円 ―百万円

支払手形 379百万円 ―百万円

電子記録債務 4,522百万円 ―百万円

※３ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る棚卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

工事損失引当金に対応する棚卸資産の額

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

仕掛品 39百万円 62百万円

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

投資有価証券 299百万円 336百万円
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※５ 契約負債の金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

契約負債 5,331百万円 7,399百万円

６ 保証債務

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

(為替予約)

TSUBACO VIETNAM CO.,LTD. 5百万円 6百万円

合計 5百万円 6百万円

７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しております。

連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

貸出コミットメントの総額 2,000百万円 2,000百万円

借入実行残高 ―百万円 ―百万円

差引額 2,000百万円 2,000百万円
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(連結損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載しております。

※２ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

20百万円 ―百万円

※３ 販売費及び一般管理費の内訳

販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

給料及び手当 4,328百万円 4,603百万円

賞与 1,356百万円 1,432百万円

退職給付費用 243百万円 239百万円

貸倒引当金繰入額 10百万円 12百万円

役員株式給付引当金繰入額 50百万円 50百万円

役員賞与引当金繰入額 14百万円 15百万円

※４ 固定資産売却益の内訳

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

機械装置及び運搬具 ―百万円 6百万円

工具、器具及び備品 ―百万円 0百万円

計 ―百万円 6百万円

※５ 固定資産除売却損の内訳

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

建物 7百万円 △1百万円

機械装置及び運搬具 0百万円 ―百万円

工具、器具及び備品 2百万円 2百万円

土地 ―百万円 13百万円

計 9百万円 14百万円

(注) 同一物件の売却により発生した建物の売却益と土地の売却損は相殺し、連結損益計算書上では固定資産除

売却損として表示しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 5,226百万円 1,706百万円

組替調整額 △315百万円 △622百万円

税効果調整前 4,910百万円 1,084百万円

税効果額 △1,561百万円 △341百万円

その他有価証券評価差額金 3,348百万円 743百万円

繰延ヘッジ損益

当期発生額 △97百万円 99百万円

組替調整額 ―百万円 ―百万円

税効果調整前 △97百万円 99百万円

税効果額 30百万円 △30百万円

繰延ヘッジ損益 △67百万円 68百万円

為替換算調整勘定

当期発生額 55百万円 99百万円

退職給付に係る調整額

当期発生額 △12百万円 △8百万円

組替調整額 22百万円 18百万円

税効果調整前 10百万円 10百万円

税効果額 △3百万円 △3百万円

退職給付に係る調整額 7百万円 7百万円

持分法適用会社に対する
持分相当額

当期発生額 18百万円 19百万円

その他の包括利益合計 3,363百万円 937百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式 (千株) 6,497 ― ― 6,497

(注) 当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、上記の株式数に

ついては、当該株式分割前の株式数を記載しております。

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式 (千株) 233 31 31 234

(注)１ 普通株式の自己株式の株式数には、役員株式交付信託が保有する当社株式（当連結会計年度期首59千株、当

連結会計年度末91千株）が含まれております。

２ 変動事由の概要

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 ０千株

役員株式交付信託の買付けによる増加 31千株

減少株式数の内訳は、次のとおりであります。

役員株式交付信託への売却による減少 31千株

３ 当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、上記の株式数

については、当該株式分割前の株式数を記載しております。

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 758 120.00 2023年３月31日 2023年６月30日

2023年10月27日
取締役会

普通株式 254 40.00 2023年９月30日 2023年12月４日

(注) １ 2023年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式に対する

配当金７百万円が含まれております。

２ 2023年６月29日定時株主総会決議による１株当たり配当額120.00円には、特別配当10.00円が含まれており

ます。

３ 2023年10月27日取締役会決議による配当金の総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式に対する配当

金３百万円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 889 利益剰余金 140.00 2024年３月31日 2024年６月28日

(注) １ 2024年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式に対する

配当金12百万円が含まれております。

２ 2024年６月27日定時株主総会決議による１株当たり配当額140.00円には、記念配当10.00円が含まれており

ます。

３ 当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、上記は当該株

式分割前の実際の配当金の金額を記載しております。
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当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式 (千株) 6,497 12,995 ― 19,493

(注)１ 当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

２ 変動事由の概要

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加 12,995千株

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数

当連結会計年度

増加株式数

当連結会計年度

減少株式数

当連結会計年度末

株式数

普通株式 (千株) 234 919 20 1,133

(注)１ 普通株式の自己株式の株式数には、役員株式交付信託が保有する当社株式（当連結会計年度期首91千株、当

連結会計年度末252千株）が含まれております。

２ 当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

３ 変動事由の概要

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。

株式分割による増加 468千株

取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 450千株

単元未満株式の買取りによる増加 ０千株

減少株式数の内訳は、次のとおりであります。

役員株式交付信託への売却による減少 20千株

単元未満株式の買増請求による減少 ０千株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 889 140.00 2024年３月31日 2024年６月28日

2024年10月31日
取締役会

普通株式 285 15.00 2024年９月30日 2024年12月５日

(注) １ 2024年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式に対する

配当金12百万円が含まれております。

２ 2024年６月27日定時株主総会決議による１株当たり配当額140.00円には、記念配当10.00円が含まれており

ます。

３ 当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。2024年６月27日

定時株主総会決議による１株当たり配当額については、当該株式分割前の実際の配当金の金額を記載してお

ります。

４ 2024年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式に対する配当

金３百万円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議（予定） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,209 利益剰余金 65.00 2025年３月31日 2025年６月30日

(注) １ 2025年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員株式交付信託が保有する当社株式に対する

配当金16百万円が含まれております。

２ 2025年６月27日定時株主総会決議による１株当たり配当額65.00円には、特別配当10.00円が含まれておりま

す。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

現金及び預金勘定 26,855百万円 28,953百万円

現金及び現金同等物 26,855百万円 28,953百万円

(セグメント情報等の注記)

ａ．セグメント情報

１ 報告セグメントの概要

当企業グループの報告セグメントは、当企業グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社は、主に機械部品及び搬送設備等の自動化・省力化・環境対応化商品やその付帯サービスを販売しており、

関係会社を含めた当企業グループを、国内３エリア（地区）と海外に区分し、取り扱う商品について各地域の包括

的な戦略を立案し、また、海外については開発戦略事業と位置づけ、マテリアルビジネス部門及び新商品開発部門

を含め包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当企業グループは、販売エリアを基礎とした国内地域別と開発戦略事業のセグメントから構成され

ており、「東日本本部」、「西日本本部」、「中日本本部」及び「開発戦略本部」の４つを報告セグメントとして

おります。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

報告セグメント
合計

(百万円)東日本本部
(百万円)

西日本本部
(百万円)

中日本本部
(百万円)

開発戦略本部
(百万円)

売上高

一時点で移転される財又はサービス 32,161 27,367 14,480 20,086 94,096

一定の期間にわたり移転される
財又はサービス

7,705 9,480 1,611 609 19,406

顧客との契約から生じる収益 39,866 36,847 16,091 20,696 113,503

外部顧客への売上高 39,866 36,847 16,091 20,696 113,503

セグメント間の内部
売上高又は振替高

343 1,279 333 1,274 3,230

計 40,210 38,127 16,424 21,971 116,734

セグメント利益 2,213 2,818 930 798 6,760

セグメント資産 17,512 20,619 7,450 8,370 53,953

その他の項目

減価償却費 5 5 5 71 87

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

25 1 0 32 60

(注)１ 各セグメントの主な販売エリア及び所属する子会社は下記の通りであります。

なお、客先の依頼により納入先が販売エリア外となる場合があり、その場合は担当部門が所属するセグメン

トにて実績計上しております。

セグメント別 主な販売エリア及び所属する子会社

東日本本部 北海道・東北・甲信越・関東地区及び同地区所在の子会社６社

西日本本部 北陸・関西・中国・四国・九州地区及び同地区所在の子会社５社

中日本本部 東海地区及び同地区所在の子会社１社

開発戦略本部 日本全国・海外及び海外子会社７社

２ 各セグメントが取扱う主要な商品は下記の通りであります。

セグメント別 商品大区分 主要商品名

東日本本部

西日本本部

中日本本部

開発戦略本部

動伝部品
変減速機等各種駆動部品、コンベヤチェーン等各種搬送部品、制御機器、

各種センサー、電子機器、その他伝動機器

設備装置

クリーンエネルギー関連設備、医薬関連設備、化学機械装置、水処理装置、

食品機械、その他環境装置、工作機械、産業用ロボット、各種コンベヤ、

各種自動化装置、立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むＦＡシ

ステム

産業資材

及び新商品

各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材

センサ、産業用カメラ・レンズ、画像処理システム
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

報告セグメント
合計

(百万円)東日本本部
(百万円)

西日本本部
(百万円)

中日本本部
(百万円)

開発戦略本部
(百万円)

売上高

一時点で移転される財又はサービス 35,220 27,045 15,682 17,236 95,184

一定の期間にわたり移転される
財又はサービス

9,406 17,517 2,218 △3 29,139

顧客との契約から生じる収益 44,627 44,562 17,900 17,233 124,323

外部顧客への売上高 44,627 44,562 17,900 17,233 124,323

セグメント間の内部
売上高又は振替高

249 1,534 394 1,204 3,382

計 44,876 46,097 18,294 18,438 127,706

セグメント利益 3,227 2,952 1,122 547 7,850

セグメント資産 19,302 19,647 6,881 8,080 53,911

その他の項目

減価償却費 20 18 5 75 120

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

12 10 11 138 172

(注)１ 各セグメントの主な販売エリア及び所属する子会社は下記の通りであります。

なお、客先の依頼により納入先が販売エリア外となる場合があり、その場合は担当部門が所属するセグメン

トにて実績計上しております。

セグメント別 主な販売エリア及び所属する子会社

東日本本部 北海道・東北・甲信越・関東地区及び同地区所在の子会社６社

西日本本部 北陸・関西・中国・四国・九州地区及び同地区所在の子会社５社

中日本本部 東海地区及び同地区所在の子会社１社

開発戦略本部 日本全国・海外及び海外子会社７社

２ 各セグメントが取扱う主要な商品は下記の通りであります。

セグメント別 商品大区分 主要商品名

東日本本部

西日本本部

中日本本部

開発戦略本部

動伝部品
変減速機等各種駆動部品、コンベヤチェーン等各種搬送部品、制御機器、

各種センサー、電子機器、その他伝動機器

設備装置

クリーンエネルギー関連設備、医薬関連設備、化学機械装置、水処理装置、

食品機械、その他環境装置、工作機械、産業用ロボット、各種コンベヤ、

各種自動化装置、立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むＦＡシ

ステム

産業資材

及び新商品

各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材

センサ、産業用カメラ・レンズ、画像処理システム
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４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

売上高 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

報告セグメント計 116,734 127,706

セグメント間取引消去 △3,230 △3,382

連結財務諸表の売上高 113,503 124,323

利益 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

報告セグメント計 6,760 7,850

セグメント間取引消去 △0 △3

全社費用(注) △1,526 △1,825

連結財務諸表の営業利益 5,233 6,021

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

資産 前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

報告セグメント計 53,953 53,911

セグメント間取引消去 △874 △636

全社資産(注) 41,677 47,397

連結財務諸表の資産合計 94,756 100,672

(注) 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない投資有価証券、事務所設備等であります。

(単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント計 調整額(注) 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 87 120 154 190 242 310

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

60 172 413 469 473 641

(注) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主にソフトウェア及び事務所改装に伴う設備投資額であ

ります。
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ｂ．関連情報

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

(単位：百万円)

動伝事業 設備装置事業 産業資材事業 合計

外部顧客への売上高 55,942 45,805 11,755 113,503

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本
アジア

その他 合計
うち中国

100,339 10,537 5,929 2,626 113,503

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がないため、該当事項はありませ

ん。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

(単位：百万円)

動伝事業 設備装置事業 産業資材事業 合計

外部顧客への売上高 57,368 56,854 10,101 124,323

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本
アジア

その他 合計
うち中国

108,830 13,170 9,077 2,322 124,323

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がないため、該当事項はありませ

ん。

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

該当事項はありません。

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報の注記)

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり純資産額 2,135.89円 2,382.17円

１株当たり当期純利益 212.90円 252.03円

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。このため、

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期

純利益を算定しております。

３ 当社は、役員株式交付信託を導入しており、当該信託が保有する当社株式を１株当たり純資産額の算定

上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております（前連結会計年度273,300株、当連

結会計年度252,900株）。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除

する自己株式に含めております（前連結会計年度242,100株、当連結会計年度260,883株）。株式数につ

いては、当該株式分割後の株式数を記載しております。

４ 算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(1) １株当たり純資産額

前連結会計年度末
(2024年３月31日)

当連結会計年度末
(2025年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 40,377 44,017

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 243 280

（うち非支配株主持分（百万円）） (243) (280)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 40,134 43,736

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数 (株)

18,790,461 18,360,139

(2) １株当たり当期純利益

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 4,000 4,691

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

4,000 4,691

普通株式の期中平均株式数(株) 18,791,512 18,614,956

(重要な後発事象の注記)

該当事項はありません。
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４．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

〔受注実績〕
（単位：百万円）

セグメントの名称
前連結会計年度 当連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

前期比

％
東日本本部 41,086 46,359 +12.8

西日本本部 49,158 47,727 △2.9

中日本本部 16,231 19,269 +18.7

開発戦略本部 21,383 18,916 △11.5

調整額 △3,085 △3,338 ―

合計 124,773 128,935 +3.3

〔受注残高実績〕
（単位：百万円）

セグメントの名称
前連結会計年度末
(2024年３月31日)

当連結会計年度末
(2025年３月31日)

前期比

％
東日本本部 25,444 26,927 +5.8

西日本本部 38,734 40,364 +4.2

中日本本部 7,944 8,919 +12.3

開発戦略本部 6,690 7,168 +7.2

調整額 △2,667 △2,623 ―

合計 76,145 80,757 +6.1

〔販売実績〕
（単位：百万円）

セグメントの名称
前連結会計年度 当連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

前期比

％
東日本本部 40,210 44,876 +11.6

西日本本部 38,127 46,097 +20.9

中日本本部 16,424 18,294 +11.4

開発戦略本部 21,971 18,438 △16.1

調整額 △3,230 △3,382 ―

合計 113,503 124,323 +9.5

〔仕入実績〕
（単位：百万円）

セグメントの名称
前連結会計年度 当連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

前期比

％
東日本本部 34,115 37,683 +10.5

西日本本部 31,620 39,945 +26.3

中日本本部 14,028 15,053 +7.3

開発戦略本部 18,932 15,784 △16.6

調整額 △3,230 △3,382 ―

合計 95,466 105,083 +10.1

（２）役員の異動

別の開示資料を御参照ください。


